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5年目の相続時精算課税制度による贈与時に「経営承継円滑化法」の活用検討
遺留分に配慮した遺言書の作成
（妻へは自宅不動産と現預金、長男学へは自社株式、二男・長女へは現預金をそれぞれ配分）
注意：計画の実行に当たっては専門家と十分協議した上で行ってください。

上記の例では、現経営者及び後継者の持株割合は、議決権割合ではなく、発行済株式総数に対する保有株式数の割合を示す。


